
財務諸表に対する注記

1.継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況は存在していない。

2．重要な会計方針
（1）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産は、定率法により償却している。
②　本会で利用する目的で保有するソフトウェアは、見込利用可能期間(5年間)に基づく定額法により
　　 償却している。

（2）引当金の計上基準
退職給付引当金 …職員の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額の100％を

計上している。
（3）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式により計上している。

3．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
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4．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

5.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

6．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

特定資産

ICT等を活用した審査支払
業 務 等 の 高 度 化
積 立 資 産

22,838,000 0 22,838,000

（うち一般正味財
産からの充当額）

退 職 給 付 引 当 資 産 254,486,915 0

健 全 運 営 積 立 金

一般正味財産
高齢者医療制度円滑運
営 臨 時 特 例 交 付 金

厚生労働省 0 5,570,000 5,570,000 0

合　　計 0
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鳥　取　県 0 13,096,135 13,096,135

厚生労働省 0
後期高齢者医療制度関係
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38,202,000 38,202,000 0
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補助金等の名称 交付者


